
R7 R8 R9 R10 R11

1 市民協働課 2-1 ●

2 生涯学習課 2-2 ●

3 なとりの魅力創生課 2-3 ●

土木課 3-4

都市計画課 3-4 ●

5 市民協働課 3-5 ●

6 毎年度1団体以上と協定締結 3-6 ●

7 毎年度1団体以上と意見交換会実施 4-7 ●

8 市民満足度調査の実施 政策企画課

1
国の標準オープンデータセットに対
する公開可否の決定

デジタル政策課
(ＡＩシステム推進課)

4-8 ●

2
毎年度公開データを検討し、公開可
否を判断

所管課 4-9 ●

3 なとりの魅力創生課 4-10 ●

4 ＳＮＳのフォロワー数の増加 なとりの魅力創生課 5-11 ●

5 ナトぽたのダウンロード数の増加
なとりの魅力創生課

(ＤＸ推進室)
5-12 ●

1 全課室

1 総務課

実施年度
※白色部は実施予定年度

第七次名取市行財政改革大綱実施計画 進行管理表

資 料
(頁-番号)

包括連携協定の推進 政策企画課

令和７年度の達成率（指標を達成した項目数（１２付記１）/達成すべき項目数（１３(斜線部を除く)）） 92.3%

令和7年度末までの進捗率（指標を達成した項目数（１２付記１）/達成すべき項目数（６８(斜線部を除く)）） 17.6%

担　当　課項　　　　目

１　連携と協働による地域経営の推進

（１）多様な主体との連携・協働の推進

ア　市民等との連携・協働による地域経営

ＮＰＯ法人、ボランティア団体等との連携の推進

民間団体等との協働による国際交流事業の展開

地域学校協働活動事業の推進

市民協働提案事業の推進

市道、水路、公園等管理業務における市民協働の推進4

付記1　　上記の指標を達成した項目数について、「１-（１）-ア-４」の項目について、所管課２課それぞれに達成すべき指標が示され
ているため、項目数は各々カウントして母数に含め、達成率及び進捗率を算出している。

多様な媒体を利用した情報発信
の充実

ウ　審議会等への女性の登用推進

市で設置する委員会や審議会等委員における女性の積極的登用

エ　市管理職への女性の登用推進

管理職への女性職員の登用

イ　多様なツールを活用した情報公開・情報発信の充実

利用者目線のホームページの充実

オープンデータ等の充実

※　担当課の欄において括弧書きの所属名は、計画策定時の担当課です。

〔記号内容〕

◎：指標を達成した項目

※前倒しで実施した項目を含む

●：継続的に実施し指標を達成した項目

3



R7 R8 R9 R10 R11

実施年度
※白色部は実施予定年度

第七次名取市行財政改革大綱実施計画 進行管理表

資 料
(頁-番号)

担　当　課項　　　　目

1
デジタル政策課

(ＡＩシステム推進課)
5-13 ●

2
政策企画課・所管課

デジタル政策課
(ＡＩシステム推進課)

3
デジタル政策課

(ＡＩシステム推進課)
1-1 ◎

4
デジタル政策課

(ＡＩシステム推進課)
所管課

5
デジタル政策課
（ＤＸ推進室）

1-2 ◎

1
デジタル政策課

(ＡＩシステム推進課)

2 政策企画課

3
デジタル政策課

(ＡＩシステム推進課)

1 政策企画課 5-15 ●

1

2 1-3 ◎

1 所管課 5-16 ●

1 所管課 6-17 ●

土木課 6-18 ●

都市計画課 6-18

2 財政課 6-19 ●

3 所管課 6-20 ●

90.9%

令和7年度末までの進捗率（指標を達成した項目数（１０付記２）/達成すべき項目数（５４(斜線部を除く)）） 18.5%

令和7年度の達成率（指標を達成した項目数（１０付記２）/達成すべき項目数（１１(斜線部を除く)））

イ　業務改善とデジタルの活用

生成ＡＩの活用によるＤＸ化

業務改革（ＢＰＲ）の実施

ＩＣＴを活用した会議の推進

（２）民間活力の活用の推進

２　社会経済状況の変化を踏まえた行政経営の推進

（１）デジタルを活用した行政経営の推進

ア　市民サービスのデジタル化

デジタルデバイド対策の推進

公金納付のデジタル化の推進

自治体情報システムの標準化・共通化に伴うガバメントクラウドの利用

書かないワンストップ窓口への取組

行政手続のオンライン化の推進

ウ　行政サービスの民営化に向けた検討

民営化の可否についての検討

（３）脱炭素社会の構築に向けた取組

ア　再生可能エネルギーの活用

太陽光発電設備・蓄電池の導入

ア　民間委託の更なる推進

業務委託の範囲拡大

イ　指定管理者制度の活用と適切な運用管理

児童センターの指定管理者制度導入

保育施設の指定管理者制度導入

庁舎事務室電灯のＬＥＤ化

街路灯・橋梁灯・公園灯への環境配慮型照明の導入1

付記2　　上記の指標を達成した項目数について、「２-（３）-イ-１」の項目について、所管課２課それぞれに達成すべき指標が示され
ているため、項目数は各々カウントして母数に含め、達成率及び進捗率を算出している。

こども支援課

イ　省エネルギーの推進

省エネルギー化の推進
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R7 R8 R9 R10 R11

実施年度
※白色部は実施予定年度

第七次名取市行財政改革大綱実施計画 進行管理表

資 料
(頁-番号)

担　当　課項　　　　目

1 定員管理計画の改定

2 定員管理計画計画値の達成 6-21 ●

1 政策企画課 6-22 ●

1 総務課 6-23

2 新規採用職員の健康管理 総務課 7-24 ●

1 人材育成基本方針の見直しの検討 7-25

2 人材育成基本方針の実施 7-26 ●

3 総務課 7-27 ●

4 総務課 7-28

1 総務課 7-29 ●

2 総務課 8-30 ●

3
デジタル政策課

(ＡＩシステム推進課)
8-31 ●

1 総務課 8-32

2 総務課

3 総務課・政策企画課 1-4 ◎

1 全課室 8-33

2 総務課 8-34

3 総務課 8-35 ●

4 総務課・政策企画課 1-5 ◎

1 総務課 9-36 ●

令和７年度の達成率（指標を達成した項目数（１２(前倒し項目含む)）/達成すべき項目数（１６(斜線部を除
く)））

75.0%

令和7年度末までの進捗率（指標を達成した項目数（１２(前倒し項目含む)）/達成すべき項目数（８４(斜線部を
除く)））

14.3%

次世代を担う職員の育成

（１）効率的な行政組織の構築

ア　職員定数の適正化

定員管理計画に基づく定数管理

ウ　必要な人材の確保

イ　効率的な行政組織の構築

３　効率的な組織づくりと人材育成

ア　多様な働き方の実現

時差出勤制度の活用

イ　ワーク・ライフ・バランスの推進

イ　職員の能力開発の強化

派遣研修等の推進

職場研修（ＯＪＴ）・職場外研修（ＯｆｆＪＴ）の充実

デジタル人材の育成

（３）働きやすい職場環境の整備

人材の確保

（２）職員の意識改革及び人材育成

ア　職員の意識改革

コンプライアンス・公務員倫理の徹底

人事評価制度の活用

政策企画課

総務課

ハラスメントの防止

健康保持対策の推進

年次有給休暇の取得促進

超過勤務の縮減

窓口等の開庁時間の見直し

多様な働き方の導入の検討

育児休業等を取得しやすい環境の整備

ウ　ハラスメント防止

効率的な組織づくり
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R7 R8 R9 R10 R11

実施年度
※白色部は実施予定年度

第七次名取市行財政改革大綱実施計画 進行管理表

資 料
(頁-番号)

担　当　課項　　　　目

1 政策企画課 9-37 ●

2 全課室 9-38 ●

1 所管課 10-39 ●

1 財政課 10-40 ●

1 経営戦略の見直しの実施 1-6 ◎

2 経営戦略に基づく健全経営の推進 10-41 ●

3 経営戦略の見直しの実施 1-7 ◎

4 経営戦略に基づく健全経営の推進 11-42 ●

1 全課室 11-43

2 財政課 11-44 ●

3 財政課 11-45 ●

4 財政課 11-46 ●

5 財政課・会計課 12-47 ●

6 財政課 12-48 ●

商工観光課 12-49 ●

都市開発課 12-49 ●

1 税務課 13-50 ●

2 税務課 13-51 ●

1 使用料・手数料の適正化 政策企画課・所管課

2 水道料金の適正化 水道事業所

3 下水道料金の適正化 下水道課

51

令和７年度の達成率（指標を達成した項目数（１７付記３）/達成すべき項目数（１８(斜線部を除く)）） 94.4%

ア　経常経費等の歳出抑制

文書管理システムの活用による経常経費の圧縮

行政評価の活用

イ　公共施設等のストックマネジメント推進

公共施設等の長寿命化及び適切な点検等の実施

ウ　補助金の活用と適正化

水道事業の中長期的な経営戦略
の見直し

エ　地方公営企業の健全経営の推進

17.4%

イ　市税等の収納率向上

期限内納付の徹底

夜間休日納税相談窓口実施

ガバメントクラウドファンディングの推進

令和７年度末までの進捗率（指標を達成した項目数（５１）/達成すべき項目数（２９３(斜線部を除く)））

補助金支給の適正化

（２）自主財源の確保

ア　新たな財源等による歳入確保

基金の債券運用

インターネットを活用した公用車の売払い

ふるさと納税制度の活用

遊休土地の資産活用

有料広告事業の推進

ウ　受益者負担の適性化

87.9%令和７年度の達成率（指標を達成した項目数（５１）/達成すべき項目数（５８(斜線部を除く)））

下水道事業の中長期的な経営戦
略の見直し

当該年度に指標を達成した項目数　　※前倒しで実施した項目含む

令和７年度末までの進捗率（指標を達成した項目数（１７付記３）/達成すべき項目数（８７(斜線部を除く)）） 19.5%

【達成率・進捗率】（全体）

付記3　　上記の指標を達成した項目数について、「４-（２）-ア-７」の項目について、所管課２課それぞれに達成すべき指標が示されて
いるため、項目数は各々カウントして母数に含め、達成率及び進捗率を算出している。

企業誘致の促進7

水道事業所

下水道課

４　持続可能な財政基盤の確立

（１）財源の重点化及び効果的な執行

全体

全体
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